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第５章

人口構成の変化を考慮した消費関数の検討

石 田 正 美

はじめに

日本社会が「少子高齢化」と形容されるようになってから久しい。実は

現在の日本の人口構成を考えると，日本は６５歳以上の人口が２１％を超える

超高齢社会に分類されるが，今日世界の経済成長の原動力のひとつと考え

られる ASEANや中国を含む東アジアをみると，一部の国・地域ですでに高

齢化が進んでおり，大泉（２００７）はこうした状況を『老いていくアジア』と

形容し１冊の書籍にまとめている。

しかしながら，この地域をより細かくみていくと，少子化が進み始める

一方で，少子化世代のうえの若年労働力の増加により，労働力人口が膨張

し，それがより大きな投資や労働生産性，経済発展の基礎として「人口ボー

ナス」をもたらしている国も存在する（大泉２００７）。加えて，アジアは人口

１３億人の中国と１２億人のインドを擁しており，こうした巨大な人口を抱え

る国々が経済成長を果たしていくなかで，人々の購買力が増大していくこ

とにも期待が集まる（経済産業省２０１０）。

北東アジアの国・地域の人口ピラミッドをみていくと，日本，台湾，香

港が壺型，韓国と中国が釣鐘型になっており，ASEANでもシンガポールと

タイが釣鐘型で，高齢化が進んでいる。他方，インドネシア，マレーシア，

フィリピン，ベトナム，ミャンマー，カンボジア，ラオスなどは，裾野こ
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そ広がってはいないが，最も人口の多い世代が３０歳未満で，タイやシンガ

ポール，北東アジアの国・地域と比べると若い人口構成となっている（石田

２０１６）。

こうしたなか，野上（２０１０a）は，人口構成の変化など長期的な要因の経

済成長に対するインパクトをマクロ計量モデルに取り込むことが必要であ

ると述べている。そのうえで，人口構成を考慮に入れた Fair and Dominguez

（１９９１）の研究を紹介するとともに，東アジア諸国・地域の消費関数に当て

はめている（野上２０１０b；野上２０１１）。その後，３年間にわたり関連する研

究事業がアジア経済研究所で実施され，同関連研究会の委員によって，同

モデルを用いた研究が積み重ねられてきた（植村２０１１；渡邉２０１２；渡邉

２０１３）。

本章では，人口構成を東アジア諸国・地域の消費関数およびそれを含む

マクロ計量モデルに取り入れるためのこれまでの取り組みを総括し，今後

の課題を明らかにすることとしたい。第１節では Fair and Dominguez（１９９１）

のモデルと，同モデルを東アジア諸国に適用した場合に想定される状況に

ついて説明する。第２節では，同モデルに東アジア諸国・地域のデータを

あてはめ推定式を求め，さらに各国・地域の年代別の消費パターンを示す。

第３節では，推定した式のうち，実際にタイとインドネシアの推定式に変

更を加えた後，マクロ計量モデルに当てはめて，将来の人口構成を想定し

たとき，その変化がGDPにどのような影響をもたらすのか，シミュレーショ

ンを行ってみることとする。そして「おわりに」で今後の課題を述べるこ

ととする。

第１節 人口構成を反映させた消費関数のモデル

人口構成を消費関数に反映させるモデルとして，野上（２０１０b）および野

上（２０１１）が紹介したモデルが Fair and Dominguez（１９９１）である。同モデ

ルは，米国で第２次世界大戦直後から１９６０年代まで続くベビー・ブーム世

代が，２５歳から５４歳までの働き盛り（Prime Age）になると，それまでと消
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費などにもたらす影響は当然異なるとの想定に基づき，人口構成の変化の

ダイナミズムを取り入れたサービス，非耐久消費財と耐久消費財の１人当

り消費と１人当り住宅投資などを推定している。

Fair and Dominguez（１９９１）は，働き盛りの世代は老後のための貯蓄に励

むことから，２５歳よりも若い世代や５５歳以上の世代より少なめに消費する

というライフ・サイクル仮説を検証し，推定結果としてサービスや非耐久

消費財の消費や住宅投資は，それぞれ４０歳と４１歳，３８歳に最小値を迎える

U字カーブを示した。耐久消費財の消費は５３歳で最小値を迎える同じく U

字カーブを示したが，可処分所得を説明変数に加えると，必ずしもライフ・

サイクル仮説を支持するわけではないと結論づけている（Fair and Dominguez

１９９１）。

Fair and Dominguez（１９９１）は，ライフ・サイクル仮説を検証することか

ら，「働き盛り」の前の若年層とその後の老年期に消費が拡大し，働き盛り

の期間は貯蓄に励むことを想定している。このため，図５―１の左上図で示さ

れるような正の２次式が想定される。他方この２次の変数に加え，単純に

直線で増加傾向ないし減少傾向を示す図５―１の下の左図と右図のような世代

についての１次の変数で，消費関数は推定される。ここで下の左図と右図

のような世代の１次の変数を Z１，上の左図と右図のような世代の２次の変

数を Z２としている。野上（２０１０b）は，人口構成を考慮したプロトタイプ

の消費関数として，

CP/POP＝a 1＋a 2Y/POP＋a 3 Z１＋a 4Z２ �１

を用いている（石田２０１６）。なお，ここで CP は民間消費，Y がGDP，POP

は人口を示し，a１～a４はパラメータである。なお，�１式が導出される過程の
詳細は巻末の「補遺 第５章 人口データについて」に示している。

野上（２０１０b）は，�１式をもとに台湾とインドネシアの関数を，野上（２０１１）
は台湾，シンガポール，タイ，フィリピン，マレーシア，ベトナム，カン

ボジアの消費関数を推定しているが，マレーシアとベトナムについては米

国と同様にライフ・サイクル仮説を支持するように Z2のパラメータは正の
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値を示したが，その他の国に関してはいずれもライフ・サイクル仮説とは

逆の負のパラメータ推計値を示し，年代別消費は逆 U字で示された。

こうした若年者と高齢者の消費が少なく，また中年層の消費が多くなる

少なからぬアジア諸国の傾向について，野上（２０１０b）は消費が所得の変動

と非常に密接な関係にあるためとしている。より具体的に，野上（２０１０b）

および野上（２０１２）を総合すると，東アジアの国・地域では，日本の高度成

長期と同様に農村から都市への人口移動が起こり，都市に新しい世帯が形

成され，核家族化が進むことで，耐久消費財などが新たにワンセット必要

図５―１ 人口構成と消費との関係

（出所） 石田（２０１６）に基づく。
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となり，そうした年代が若年層から働き盛りの年代になると消費が増大し，

逆に高齢者には国による社会保障制度などの社会インフラが十分に整備さ

れていないため，消費が低下する傾向にあると説明している。

第２節 東アジアにおけるプロトタイプの消費関数

本節では，中国，香港，台湾，韓国，日本など北東アジア諸国・地域と

ベトナム，インドネシア，フィリピン，マレーシア，タイ，シンガポール

など ASEAN地域の人口データに基づき�１式で示した，年齢別消費が上昇か
下降を示す１次式の部分 Z１と，年齢別消費が U字か逆 U字かを示す２次

式の部分 Z２を求め，各国の実質１人当り所得も加えた，３つの説明変数に

より，プロトタイプの１人当りの消費関数の推定を試みる。

１．データについて

各国・地域のプロトタイプの消費関数を相互に比較するため，同じ変数

を用いて，同じ定式化を試みた。Z１と Z２を求めるに際しての年齢区分は，

１５歳から７４歳までとした。Fair and Dominguez（１９９１）は，１５歳から６９歳ま

でとしていた。これは１５歳～６４歳の労働力人口に５歳分多く見積もった人

口であるが，退職後も消費を行うという点では現実的な期間と考えられる。

他方，Fair and Dominguez（１９９１）が研究成果を発表した頃と比べると，自

らの消費行動を意思決定できると考えられる年齢も高くなっていることが

想定される一方，データの利用可能性も考慮して，１５歳から７４歳までの人

口をもとに Z１と Z２を求めることとした（１）。推定期間は，第６章で示す東

アジア地域・貿易リンクモデルに組み込むことを想定し，国連の

Broad Economic Categories（BEC）分類に基づく輸出入関数の推定が可能な

１９８８年以降とした。しかしながら，データの利用可能性の制約もあり，タ

イは１９９０年，ベトナムは１９９４年からとなった。このため，サンプル数は最大

で２８，最少で２１，自由度は最大で２５，最少で１８ということで，自由度制約の
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問題がある点は否めない。

なお，Z１と Z２のデータを求めるに際し，毎年１歳ごとの人口の統計を

公表しているのは日本と台湾だけであり，韓国は予測値のデータを活用で

きるので，これらの国についてはデータ作成について多くを論じる必要性

はない。他方，毎年の年央人口を公表しているが５歳ごとの人口しか公表

していなかったり，１０年に１度の人口センサスおよびそのセンサス間中間

年調査では１歳ごとの人口を公表しているが，その間の年については公表

しない国がほとんどであり，それらは線形補間することにより対処した。

その対処方法に関しては，巻末の「補遺 第５章 人口データについて」

を参照されたい。

民間消費および GDPをはじめとする国民所得統計のデータに関しては，

中国は国家統計局，香港は香港統計局，台湾は国家統計局，韓国は韓国銀

行，日本は内閣府，インドネシアは中央統計庁，タイは国家経済社会開発

委員会，ベトナムとシンガポール，マレーシア，フィリピンはアジア開発

銀行の Key Indicatorsのデータを用いた。

２．推定結果

表５―１は，上述の条件で求めたプロトタイプの消費関数の推定結果を示し

たものである。表５―１より，フィリピンと香港については説明変数 Z１と Z

２の有意性が認められないほか，ベトナムの推定結果で Z１が，シンガポー

ルの推定結果で Z２のパラメータがそれぞれ統計的に有意ではないが，その

他の国・地域についてはいずれの説明変数のパラメータも有意となってい

る。符号条件については，１人当り GDPのパラメータはいずれもプラスと

なっている。他方，年齢別消費が U字か逆 U字かを示す２次式である Z

２のパラメータについては，マレーシアと日本とベトナムがプラスの値を

示し，ライフ・サイクル仮説を支持する U字型を示しているが，北東アジ

アでは中国，台湾，韓国，ASEANではインドネシア，タイは，パラメータ

がともにマイナスの値を示している。
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推定結果の Z１および Z２のパラメータをもとに，年齢ごとの消費の相対

的な大小関係を，年齢分布係数として推計し，棒グラフで示したのが図５―

２である（推定方法については「章末補論 Fair and Dominguez」のモデルを参照）。

消費分布係数の総和はゼロであり，グラフ上のプラスの部分は対象年齢

期間の平均消費額（便宜上以下では単に「平均消費額」と呼ぶ）より高く，マ

イナスの部分は同平均消費額より低いと解釈される。図５―２の各国を比較し

た結果は一見興味深い結果ではあるが，グラフの両脇が極端に高いないし

は低い消費分布係数値を示すことが多い２次式で，どこまで現実の年齢別

消費を示すことができるのかについては限界がある点に留意しなければな

切片 １人当りGDP Z１ Z２ R２ DW比 分析期間

ベトナム ０．００６１ ０．８０７３*** －６．２８E－０３ ０．０００１２* ０．９９５４ １．２６８８ １９９４―２０１４

（１．４０１） （４．９８３） （－１．６４６） （１．８９９）

インドネシア －０．０６２９＊＊＊ ０．７２２*** ０．０１２５*** －３．０９E－０４＊＊＊ ０．９６９２ １．０１１５ １９８８―２０１４

（－４．２７８） （８．４７９） （５．７２７） （－５．５８１）

フィリピン ０．１６７８*** ０．２１６３* －０．０１０４ ３．９２Ｅ－０４ ０．９７３２ ０．７１９９ １９８８―２０１５

（３．３４８） （１．８５３） （－０．９９９） （１．６２２）

中国 －２，０７１．００ ０．５４４５*** １１８５．２** －１６．６５８** ０．９９７４ ０．８５６５ １９８８―２０１３

（－０．８７５） （３４．４１４） （２．３２１） （－２．２１０）

マレーシア １９．５５１７** ０．４４７７*** －９．６６９９*** ０．２２８８*** ０．９５５５ ０．３６２６ １９８８―２０１５

（２．６５７） （６．４１８） （－４．９５９） （５．４７６）

タイ －０．０３５* ０．５６５４*** ０．０１４６*** －３．０５E－０４＊＊＊ ０．９８６１ ０．８６６８ １９９０―２０１４

（－１．８４７） （１１．０５６） （－３．５３８） （－３．５６４）

シンガポール ４４．０１１６*** ０．０５１６ ３．３５８４** －３．５９E－０４ ０．９８２１ １．０４５８ １９８８―２００５

（４．２７４） （０．９２２） （２．７８０） （－０．０１２）

香港 ０．３０８６ ０．６７２８*** ０．０１５８ －３．５２E－０４ ０．９２０５ ０．１９３ １９８８―２０１４

（０．９０６） （４．００２） （０．８２２） （－０．８７２）

韓国 －１９．７３９*** ０．８７２２*** ０．８１６３* －０．０４２９*** ０．９９６９ １．８０１１ １９８８―２０１４

（－６．８８４） （１２．３６４） （１．９２０） （－７．５７７）

台湾 ０．１３５ ０．８０２７*** ０．１０２** －０．００２６*** ０．９６９８ ０．６１１７ １９８８―２０１４

（０．５６０） （４．９３６） （２．４４４） （－４．０９７）

日本 １．７８７*** ０．３１７３*** －０．３１７５* ０．００６４** ０．９９２８ １．２３０２ １９８８―２０１４

（３．４７３） （７．０４３） （－１．７９２） （２．２２２）

表５―１ 人口構成を考慮した消費関数（１人当り消費）の推定結果

（出所） 各国統計資料（「補遺 第５章 人口データについて」参照）をもとに筆者による推計
に基づく。

（注）１） ＊は１０％水準，＊＊は５％水準，＊＊＊は１％水準で，係数が有意であることを示す。
２） 括弧内は t値を示す。
３） R２は自由度修正済み決定係数を意味する。
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図５―２ 年齢別に示した各国・地域の消費者の消費傾向
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（続き）

（出所） 各国統計資料（補論参照）をもとに筆者による推計に基づく。
（注）１） 横軸は年齢、縦軸は消費分布係数を示す。

２） 縦軸の年齢分布係数は，相対的な消費の大小関係を示しており，各年齢の平均から
の乖離の総和はゼロになる。

３） 香港，フィリピンとシンガポールの年齢別消費傾向も示しているが，香港とフィリ
ピンは Z１と Z２の係数の双方，シンガポールは Z２の係数が有意ではない点に留意さ
れたい。
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らない。また日本でいうところの「団塊の世代」など世代の効果と年齢の

効果を区別していない点にも注意する必要があろう（野上２０１１）。さらにプ

ロトタイプの消費関数として説明変数は限られており，世帯数の変化や人

口規模なども考慮されておらず，プロトタイプの消費関数として今後の改

善の余地を残している。

以上の点をふまえたうえで，敢えて推計結果について，可能性として考

えられる点を解釈してみることとする。なお，結果の解釈に際しては，Fair

and Dominguez（１９９１）が２次曲線の極大値と極小値を何歳の時点で迎えて

いるのかを分析したことにならい，表５―２に極大値と極小値を迎えた年齢と，

それに加え年齢分布係数がマイナスからプラスに転換する年齢ないしはプ

ラスからマイナスに転換する年齢を示している。

まず，Z２のパラメータがプラスで，かつパラメータが有意と判定された

日本とマレーシアについてみると，マレーシアの年齢別消費パターンは１８

歳で消費が平均消費額を下回り，３５歳で消費が底を付き，５３歳に平均消費

マイナス転換点 最下点（底） プラス転換点

フィリピン － ２７歳 ５２歳

マレーシア １８歳 ３５歳 ５３歳

日本 ２１歳 ３９歳 ５７歳

ベトナム ２３歳 ４０歳 ５７歳

プラス転換点 頂点 マイナス転換点

韓国 － ２４歳 ５１歳

台湾 － ３３歳 ５５歳

インドネシア － ３４歳 ５５歳

香港 １８歳 ３６歳 ５６歳

タイ ２０歳 ３８歳 ５７歳

中国 ３０歳 ４９歳 ６８歳

シンガポール ４５歳 － －

表５―２ 年齢別消費傾向の最高・最低点と正負の転換点を迎える年齢

＜２次関数の項 Z２の係数が正の値を示した国・地域＞

＜２次関数の項 Z２の係数が負の値を示した国・地域＞

（出所） 推計結果に基づき，筆者作成。
（注） ここでのプラスとマイナスは平均値より上か下かを示す。

122



額を上回っている（表５―２）。日本の場合は，マレーシアより３～４年遅く，

２１歳で平均消費額を下回り，３９歳で底を突き，定年直前の５７歳で平均消費

額を上回っている。Z２の係数のみが統計的に有意と示されたベトナムにつ

いては，マイナスに転じるのが日本よりさらに遅い２３歳で，底を突く年齢

と消費が平均消費額を上回る年齢がそれぞれ４０歳と５７歳で日本よりさらに

遅い。

日本の場合，青年期と中年期に貯蓄に励み，老年期に消費を押し上げる

ライフ・サイクル仮説が当てはまるとの説もあるが，住宅ローンの負担が

消費を抑制している点が指摘されているほか（２），これに加え教育費用や結婚

費用で一時に多額の支出が起こることが多く（野上２０１１），働き盛りの時期

は消費が平均を下回るものと考えられる。一方，マレーシアのケースがラ

イフ・サイクル仮説を支持する結果となっているのは，民間企業の従業員

を対象にした強制貯蓄制度である「被雇用者年金基金」が存在し，壮年期

に積み立てた貯蓄で老後の消費を支える制度があることが背景にあるとさ

れている（野上２０１２；中川２０１０）。

ベトナムに関しては，実質データに基づく消費性向が対象期間で６４．３～

７４．６％と，マレーシアの３８．１～５２．４％，日本の５５．５～５９．４％と比べかなり高

い。また，時系列でみた消費性向は下降傾向を示しており，人口ピラミッ

ドからみて増え続ける働き盛りの世代が，貯蓄に励むようになっているの

ではないか考えられる（３）。他方で，働き盛りの世代に関して，周辺国と比べ

自動車を購入するより二輪車を購入する，また住宅は都市部において広い

土地に家を建てるのではなく，狭い土地に３～６階建ての家屋などを建設

する部分に（４），ベトナム人特有の倹約志向が感じられる。また，ベトナム戦

争が終結した１９７５年に２０歳の世代が２０１７年現在で６２歳となる。こうした世代

は米国との戦争を経験するとともにその後の集団農業制など非効率な計画

経済のなか，自留地や自由市場で生計をやり繰りをしてきた世代である（古

田１９９６）。過去においてたくましく生きてきたこのような世代にとって，ド

イモイ後の過去と比べて豊かになった時代に貯蓄を増やし，老後の消費に

充てていくことが容易であっても不思議ではない。

つぎに Z２のパラメータがマイナスでかつ，パラメータが統計的に有意と

第５章 人口構成の変化を考慮した消費関数の検討
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された国・地域についてみてみることとしたい。中国は３０歳で消費が平均

消費額を上回り，４９歳で頂点を迎え，平均消費額を下回るのが６８歳と非常

に遅い。中国で消費が平均消費額を上回るのが３０歳と遅いのは，大卒者の

就業が困難な点や，若年層の生活状況が厳しいことを反映しているように

思われる。他方で，中高年層で消費が増える要因としては，いくつかの要

因が考えられる。１９９２年に�小平が行った「南巡講話」の後，外国投資の
増加による沿海部の都市を中心とした所得増を通じ，その稼ぎ頭と想定さ

れる中高年層の消費が増加した点が第１に考えられる。他方，内陸部の農

村においても，中高年層が沿海都市に出稼ぎに出て，その一部は一定期間

所得を稼いだ後農村に戻り（５），農村で以前と比べ裕福な生活を送る一方，出

稼ぎ者が仕送りをすることで農家所得が増加し（厳２００９），農村に残った壮

年層が消費を増やしている可能性が第２に考えられる。

タイでは，消費が平均消費額を超える年齢が２０歳で，頂点を３８歳で迎え，

５７歳で平均消費額を下回っている。この傾向は，バンコク近郊の若年層が

消費をリードしている一方で，農村部にとどまり続ける中高年層を象徴し

ているようにも思える（大泉２０１１）。この傾向は，頂点を３４歳で迎え，５５歳

で消費が平均消費額を下回るインドネシアにもあてはまるように思える。

３３歳で頂点を迎え，５５歳で消費が平均消費額を下回る台湾も，インドネシ

アと類似した年齢別消費パターンを示している。台湾については，５５歳以

上の世代で所得格差が１０倍以上に拡大し，こうした世代が低所得者層の占

める割合が高いことから，世代別にみた可処分所得が６５歳以上の世代で激

減することが２００４年の家計所得消費調査を分析した結果から示されており，

この結果は推定結果を支持する内容となっている（高安２００６）。韓国につい

ては，消費が頂点を迎えるのが２４歳と著しく早く，５１歳で平均消費額を下

回る傾向が示されている。韓国の老年層の消費抑制傾向については，引退

して失業状態にあるため，稼得能力が乏しいことによるとされる（渡邉２０１３）。

以上，北東アジア諸国・地域および一部の ASEAN諸国の年齢別消費傾向

をみてきた。最後に，表５―２に戻り誤差項の系列相関の有無をみるダービン・

ワトソン比（DW比）をみてみることとしたい。DW比がマクロ計量モデル

を活用するうえで，適切な水準を示しているのは韓国のケースのみである（６）。
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したがって，続く第３節でタイとインドネシアのマクロ計量モデルに組み

込む場合，本節で示したプロトタイプのモデルに新たな変数を加え，誤差

項に系列相関がないようにすることが求められる。

第３節 人口構成を考慮した消費関数のマクロ計量モデル
への適用

前節では，人口構成を考慮したプロトタイプの消費関数を推定し，その

評価を加えたが，本節ではこうした人口構成を考慮した消費関数を，イン

ドネシアとタイを例にマクロ計量モデルに組み入れてみることとしたい。

なお，インドネシアとタイを選んだ理由については，本書第３章と第４章

でそれぞれ北東アジアの国・地域のモデルと CLMV諸国のモデルについて

言及しているものの，先発 ASEANについてとくに焦点を当てていないこと

と，インドネシアとタイが先発 ASEANのなかでは国の規模が大きく，かつ

プロトタイプの消費関数の推定結果も良好なパフォーマンスを示していた

ことが理由である。ここでは非常に簡易なマクロ計量モデルを示し，その

うえで人口構成を５年および１０年先にシフトさせたショックを与えること

で，人口構成の変化が GDPにどのような影響をもたらすのかをみるととも

に，マクロ計量モデルに組み込む場合に留意しなければならない点につい

て論じることとしたい。

１．マクロ計量モデルに組み込んだ場合のパフォーマンス

前節の終わりでも述べたとおり，プロトタイプの消費関数の多くはダー

ビン・ワトソン比が良好な結果を示しておらず，誤差項に系列相関が認め

られ，既存の説明変数では十分説明しきれていないことが示唆された。こ

のため，プロトタイプの消費関数をマクロ計量モデルに組み入れても，良

好なパフォーマンスが保証されない。そこで，本節ではプロトタイプの消

費関数に自然対数や階差を取り入れる，ダミー変数をはじめ他の説明変数

第５章 人口構成の変化を考慮した消費関数の検討
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を加えることで消費関数を推定するとともに，投資関数等を推定し，GDP

の定義式とともに，簡素なマクロ計量モデルを構築した。

表５―３は，インドネシアの消費関数および投資関数と輸入関数の推定結果

を示したものである。

１人当り民間消費（CP/POP）を被説明変数にした消費関数は，プロトタ

イプの消費関数に１期前の１人当たり民間消費を加えたもので，Z１と Z

２の t値の絶対値は下がっているものの，１０％水準では有意となっている。

なお，被説明変数の消費（CP）と説明変数の GDPは，人口で除すことで１

人当りの値にしているため，マクロ計量モデルに組む際は，モデル上では

［CP/POP］と［GDP/POP］を別の変数として定義し，

定数項 GDP／POP CP／POP（－１） Z１ Z２ R２ h統計量

－０．０１８７１＊ ０．２９１２＊＊＊ ６．１０E－０１＊＊＊ ０．００３１７＊ －０．００００８２＊ ０．９９１７ －０．２８６０

（－１．９１６） （４．１７０） （８．６３０） （１．９９７） （－２．０４５）

定数項 GDP K（－１） D９６９８ R２ DW比

－７９９７０＊＊＊ ０．６２３９＊＊＊ －０．０７２８３＊＊＊ １５３８４１＊＊＊ ０．９９２８ ２．１８８０

（－１３．３５６） （２４．３９７） （－１１．１９９） （４．９４６）

定数項 GDP PM／GDP R２ DW比

４１３１３ ０．２５９８２＊＊＊ －２０３３００＊ ０．９５７７ １．６６２３

（０．１９０３） （１５．８５３１） （－１．７４６４）

GDP CP CF M

RMSE １７９，２９１．３ １１５，２７４．２ １１０，９７３．９ ５５，０５８．８

RMSPE ０．０２７６８ ０．０３０８０ ０．０５８０４ ０．０３９２５

表５―３ インドネシアのマクロ・モデル（１９８９～２０１４）の構造方程式推定結果と
モデルのパフォーマンス

消費関数（被説明変数：CP／POP）

投資関数（被説明変数：CF）

輸入関数（被説明変数：Ｍ）

（出所） 筆者の推定に基づく。
（注）１） R２は自由度修正済み決定係数を示している。

２） 有意水準は表１と同じ。
３） 消費関数は１期前のラグを説明変数に入れていることから，ダービン・ワトソン比
ではなく，ダービンの h統計量を示している。

４） RMSEは平均平方誤差（Route Mean Square Error），RMSPEは平均平方誤差率（Route
Mean Square Percentage Error）を意味する。

126



CP＝［CP/POP］×POP �２
［GDP/POP］＝GDP/POP �３

のような定義式を入れている。また，１期前のラグを説明変数に入れてい

ることから，誤差項の系列相関はダービンの h統計量で判定している。表

５―３で示された h統計量からは，誤差項の系列相関は認められないと判定さ

れる。

投資関数は，GDPに１期前の資本ストック（K）と１９９６年から１９９８年を１

としたダミー変数により，被説明変数である投資（CF）を説明しており，

説明変数の t値とダービン・ワトソン比は良好なパフォーマンスを示してい

る。なお，資本ストックは，減価償却率を５％とし，

K＝０．９５K（－１）＋CF �４

の定義式で計算している。ここで K の初期値は CFの初年の値を用いてい

る。輸入関数は GDPおよび輸入物価（PM）を一般物価（PGDP）で除した

内外相対価格で，被説明変数である輸入（M）を推定している。以上の構造

方程式をベースに，定義式で

GDP＝CP＋CG＋CF＋J＋（X－M） �５

と，民間消費（CP），政府消費（CG），投資（CF），在庫変動（J），財・サー

ビス輸出（X）を加え，財・サービス輸入（M）を差し引いている。なお，

国民所得統計のデータは，インドネシア中央統計庁の公表する資料に基づ

いている。２００５年以降実際のデータを当てはめた推計結果を図５―３に示す。

モデル解が実績値を若干上回る傾向を示しているが，まずまず良好なパフォー

マンスを示しているといえよう。

つぎに，人口構成を考慮した消費関数を導入したタイのマクロ計量モデ

ルを紹介したい。表５―４は，タイのマクロ計量モデルの消費関数，投資関数，

輸入関数の推定結果を示したものである。消費関数はプロトタイプの消費

関数に２００２年から２００５年までを１としたダミー変数を加えたものである。

Z１のパラメータの有意水準が十分な水準に達していないが，その他ダー

第５章 人口構成の変化を考慮した消費関数の検討
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定数項 GDP／POP Z１ Z２ D０２０５ R２ DW比

－４．３７E－０５ ０．５９８３７＊＊＊ １．３６E－０５ －２．９４E－０７＊ ３．５６E－０６＊＊＊ ０．９８２７ ２．１９８６

（－１．４２９） （６．６９３） （１．５２５） （－１．８７２） （３．３１２）

定数項 GDP K（－１） D９４９７ R２ DW比

－１９７．８３ ０．５７７３＊＊＊ －０．１１４２＊＊＊ ９００．８４＊＊＊ ０．９２７６ ２．０１７３

（－１．１０５） （１３．１４０） （－１０．３６１） （９．５７９）

定数項 GDP PM（－１） D９５９７ R２ DW比

－１９６７．６９＊＊＊ １．０８５７＊＊＊ －２９６３＊＊＊ －４４８．４８＊ ０．９８２７ ２．１９８６

（－４．７９２） （１２．３７６） （－２．５２） （－１．７５６）

GDP CP CF M

RMSE ２４９．９ １６０．３ １３８．７ ８７．４

RMSPE ０．０２３５９ ０．０２８２６ ０．０５３５０ ０．０１３７４

図５―３ インドネシアの GDPのマクロ計量モデルによるパフォーマンス

（出所） 筆者の推計に基づく。

表５―４ タイのマクロ・モデル（１９９１～２０１４）の構造方程式推定結果とモデルの
パフォーマンス

消費関数（被説明変数：CP／POP）

投資関数（被説明変数：CF）

輸入関数（被説明変数：Ｍ）

（出所） 筆者の推定に基づく。
（注）１） R２は自由度修正済み決定係数を示している。

２） 有意水準は表１と同じ。
３） RMSEおよび RMSPEの説明は，表３と同じ。
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ビン・ワトソン比も比較的良好なパフォーマンスを示している。また，イ

ンドネシアの場合と同様に�２式と�３式のような定義式を入れて，GDPの定

義式と消費関数を繋いでいる。投資関数はインドネシアと同様に GDPと

�４式に基づく１期前の減価償却率５％の資本ストック（K），１９９４年から１９９７

年を１としたダミー変数を用いている。輸入関数は，内外相対価格ではな

く，１期前の輸入物価（PM）と１９９５年から１９９７年を１としたダミー変数を

内生変数に用いている。タイの輸入関数に関しては，当初はインドネシア

と同様に内外相対価格を説明変数として推定を試みたが，さまざまなダミー

変数などを用いても良好なパフォーマンスが示されず，まずは輸入物価を

反映させることで，表５―４のような式を採用した点を述べておきたい。タイ

の投資関数および消費関数ともにまずまずのパフォーマンスを示している。

また，インドネシアと同様に�５式に示す定義式で，GDPを定義している。

なお，GDPの国民所得統計は，国家経済社会開発委員会（NESDB）の統計

を用いた。インドネシアと同様に２００５年から実際のデータをあてはめた推

計結果のパフォーマンスを，図５―４に示す。インドネシアのモデルのパフォー

マンスと比べると，モデル解と実績値が交わる部分が多く，より良好なパ

フォーマンスを示している。

図５―４ タイのマクロ計量モデルによる GDPのパフォーマンス

（出所） 筆者の推定に基づく。
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なお，これまでインドネシアとタイを例に示してきたマクロ計量モデル

は，個々の方程式において成り立つ説明変数と誤差項が統計的に独立であ

るとの条件が成立しない同時方程式バイアスの問題が生じ得る。この問題

に対処する方法として，操作変数法や２段階最小二乗法などの推定方法が

ある点を記しておきたい。

２．将来の人口構成のGDPへのインパクトについてのシミュレーション

本章の冒頭でも述べたように，東アジアの国・地域をみたとき，北東ア

ジアの国・地域を中心に人口の高齢化が近年進展するとともに，多くの

ASEAN諸国では裾野こそ狭まり始めているものの，人口ピラミッドの形は，

北東アジアの国・地域と比べても，若い人口構成の国々が多い。タイは

ASEAN加盟国ではあるが実は前者に分類され，インドネシアは後者に分類

される。

このように対照的なタイとインドネシアにおいて，５年先および１０年先

の将来の人口構成を想定したシミュレーションを行った場合，GDPはどの

ように変化をするのであろうか。この点を前述のマクロ計量モデルを用い

て，推計してみることとしたい。ショックを与える最初の２００５年の５年後

は２０１０年，１０年後は２０１５年で，推定の最終年である２０１４年の５年後は２０１９年，

１０年後は２０２４年になる。ということで，参考までであるがタイとインドネ

シアの２０１０年の人口センサスに基づく人口ピラミッドと，インドネシア国

家開発計画庁（BAPPENAS）と国連がそれぞれ行った予測値に基づくインド

ネシアとタイの２０２０年における人口ピラミッドを図５―５に示す。

詳細な数字を示すと，タイは６５歳以上の人口が２０１０年時点の人口センサ

スによると８．８％ですでに高齢化社会（６５歳以上の人口が７％以上１４％未満）

に入り，２０２０年の国連の人口予測によると同１３．０％と，高齢社会（６５歳以上

の人口が１４％以上２１％未満）に近づく。他方，インドネシアは１５歳以上６５歳未

満の労働力人口が２０１０年の人口センサスに基づく６６．１％から２０２０の予測に基

づく６７．７％に拡大することから，辛うじて人口ボーナスを享受することが

予測されている（７）。
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図５―５ インドネシアとタイの２０１０年時点の国勢調査と２０２０年時点の人口予測に基づく
人口構成

（出所） インドネシアとタイの２０１０年の国勢調査は中央統計庁および国家統計局、２０２０年予測
は国家開発計画庁と国連ウェブサイトにそれぞれ基づく。
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図５―６ インドネシアの５年後と１０年後の人口構成を前提にした消費による GDPへの影響

（出所） 筆者の計算結果に基づく。

図５―７ タイの５年後と１０年後の人口構成を前提にした消費による GDPへの影響

（出所） 筆者の計算結果に基づく。
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上述の想定で，５年先および１０先の将来の人口構成を前提としたショッ

クを与えた場合の経済効果を，インドネシアは図５―６，タイは図５―７にそれぞ

れ示す。

インドネシアの場合も，タイの場合も，将来の人口構成を前提とした場

合，GDPを引き下げる効果が確認される。しかしながら，その影響の大小

は，５年先の人口構成を前提とした場合，それぞれ最終年である２０１４年と

２０１５年の GDPをインドネシアの場合はベースケースより－２８．２％，タイの

場合は－２．４％と，インドネシアの方がはるかに大きい。１０年先の人口構成

を前提とすると，その影響はインドネシアの場合－６９．１％，タイの場合－

６．３％と，同様にタイの１０倍以上の大きな影響が及ぶことが示されており，

インドネシアの場合その影響があまりに大きい結果が示され，人口構成を

変化させた場合のモデルの安定性に懸念が示される結果となっている。

３．マクロ計量モデルに組み込むうえでの留意点

将来人口を前提とした場合，インドネシアの GDPを引き下げる効果があ

まりに大き過ぎる点が示された。実際，当初は２０年後および３０年後の人口

構成を想定したシミュレーションを試みたが，インドネシアの GDPの金額

がマイナスを示してしまったことも述べておきたい。そこで，１人当り民

間消費の慣性効果ではなく，２００７年～２０１０年の期間を１としたダミー変数と

１９９１～１９９４年を１としたダミー変数をそれぞれ用いた消費関数を用いてみた。

図５―８は，その推定結果と同関数を組み入れたマクロ計量モデルのパフォー

マンスと将来人口を想定した推計結果を示したものである。

モデルのパフォーマンスは推定期間内のものでは実績値と１度は交わる

ものの，その後下回る結果を示し，表５―３や表５―４と比べても平均平方誤差

（RMSE）や平均平方誤差率（RMSPE）の値も大きく，良好とはいえない。

また，将来人口を想定したシミュレーションではその影響がさらに大きく，

１年後の人口構成の場合は２０１４年の GDPへの影響は－２２．５％引き下げる結

果となっているが，３年後を想定したものは３５５．８％も押し上げる結果を示

している。５年後の人口構成を想定したショックを与えると，さらにその
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定数項 GDP／POP Z１ Z２ D０７１０ D９１９４ R２ DW比

－０．０６７３４＊＊＊ ０．７２７１＊＊＊ ０．０１３７５＊＊＊ －０．０００３３７＊＊＊ －０．００１２０２＊＊＊ －０．００１１２ ０．９８５７ １．７１６６

（－６．４８７） （１２．４５４） （８．２３５） （－８．１６２） （－３．６８４） （－３．６８８）

GDP CP CF M

RMSE ８２１，０８２．７ ５７５，４６１．６ ４８３，８９４．６ ２４１，８１９．５

RMSPE ０．１１５６４ ０．１４７９２ ０．２１６０９ ０．１４２９４

図５―８ インドネシアのもう１つの消費関数推定式に基づくマクロ計量モデルの推定結果
とモデルのパフォーマンス

＜もう１つの消費関数（被説明変数：CP／POP）の推定結果＞

（出所） 筆者の推定に基づく。
（注）１） 消費関数推定結果の R２は自由度修正済み決定係数を示している。

２） 消費関数推定結果の有意水準は表１に同じ。
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押し上げ効果は大きくなり，インドネシアの消費関数はどちらも安定性を

欠いている（８）。さらに表５―３の消費関数を組み入れた場合のシミュレーショ

ン結果は最終的にマイナスの方向に乖離していくのに対し，図５―８の消費関

数を組み入れた場合はプラスの方向に乖離するといったように，シミュレー

ションの効果も異なる方向性を示した。ただ，異なる方向性を示したこと

に関しては，インドネシアの人口構成が次第に高齢化に近づいてはいるも

のの，１０年後の人口構成でも労働力人口は引き続き拡大し続けるとの結果

を反映しているのかもしれない。インドネシアのケースは，各推定式をみ

るかぎり良好なパフォーマンスを示し，かつマクロ計量モデルに組み入れ，

期間内のパフォーマンスも比較的良好な結果を示した。しかし，シミュレー

ションでショックを与えた途端に安定性を欠くケースを示し，マクロ計量

モデルの難しさの一端を示す結果となった。第６章で論じるような国同士

を貿易関係で結んだリンクモデルにこうした消費関数を当てはめた場合，

その影響は他国にも波及し，結果としてモデル全体の安定性が維持されな

い場合もあり得る。そうした場合は，インドネシアのみ別の消費関数を推

定し対応するなどの対応が求められる。

おわりに

本章においては，Fair and Dominguez（１９９１） のモデルを原文並びに野

上（２０１０b）などに基づき解説し，後者が示す人口構成を考慮したプロトタ

イプの消費関数の推定を試みた。加えて，推定された消費関数をもとに，

東アジアの各国・地域の消費者の年齢別消費傾向をグラフで示した。年齢

構成を考慮に入れた研究はこれまでも野上の研究のほか，年齢別消費傾向

のグラフ化は植村（２０１１）および渡邉（２０１２；２０１３）でも示されたが，東ア

ジアの各国・地域で包括的に示したのは，本章がはじめてであり，また各

国・地域の人口構成のデータを整理し，マクロ計量モデルに組み込むため

の道筋をつけたことは，ささやかながら本章の貢献である。推定結果によ

ると，日本とマレーシアとベトナムでライフ・サイクル仮説を支持する年
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齢別消費傾向が示される一方，中国，タイ，インドネシア，韓国，台湾で

は，ライフ・サイクル仮説とは逆の逆 U字型の年齢別消費傾向が示された。

本章の第３節では，人口構成を考慮したインドネシアとタイのプロトタ

イプの消費関数に変数を加えることで，マクロ計量モデルに組み込み，５

年後と１０年後の人口構成を想定したシミュレーションを行った。シミュレー

ションの結果，タイについては高齢化がGDPを引き下げる結果が示された。

この点については，人口の高齢化と労働力人口の低下が GDPを引き下げる

との点で，植村（２０１１）が中国で行った研究と同様な傾向が示された。一方，

インドネシアについては慣性効果を入れた消費関数ではあまりに過大なGDP

の引き下げ効果が示される一方，慣性効果ではなくダミー変数を加えた消

費関数では逆に過大な GDPの押し上げ効果が示され，将来の人口構成を想

定したシミュレーションは極めて不安定な推計結果を示す結果となった。

こうした推計結果が出る以上，第６章のリンクモデルに組み入れていく場

合，さらにモデル全体を不安定にすることが懸念されることから，別の定

式化による消費関数を考えることが求められる。

今後の課題として，人口構成に加え，世帯数の変化や東アジアの各国・

地域の都市化を反映した消費関数を考慮し，マクロ計量モデルに組み込ん

でいくことがひとつの課題といえよう。シミュレーションではインドネシ

アでは GDPを引き下げるないしは押し上げるいずれの場合でも過大な結果

が出てしまう意味で，本章ではマクロ計量モデルを開発していくなかでの

難しさを示す結果となってしまったが，改めて人口構成を考慮した消費関

数を用いたモデルの再構築を検討する一方，東アジアのその他の国・地域

においても，マクロ計量モデルさらにはリンクモデルに組み込んでいくこ

とが求められる。
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〔注〕
�１ マレーシアについては，７０～７４歳人口を継続的に公表するようになったのは１９９４
年以降であったことから，マレーシアの Z１と Z２は１５～６９歳までの人口をベースに
計算した。

�２ 例えば平成２２年度の内閣府の「年次経済財政報告」。
�３２００９年のベトナムの人口センサスによると，１５―１９歳（２０１７年時点で２３―２７歳）の階
層が最も人口の多い年齢階層となっている。

�４ 例えば，松村（２０１５）は，ハノイやホーチミン市などの大都市中心部の街区は，
オートバイや自転車しか入れないような狭い路地に４～５階建ての戸建て住宅が密
集していることを紹介している。

�５ 中国における農村から都市の人口移動には時代別に傾向があり，１９９０年代におい
ては移動に関する諸制度の制約があったことから，一時的に離村するものの，いつ
かは帰郷する傾向が強かった（厳２００９）。

�６ DW検定により，誤差項に系列相関がないと判断されるのは韓国のみで，そのほ
かの国・地域は判定保留域ないしは系列相関が認められる結果となっている。誤差
項の系列相関を縮小する方法として，コクラン＝オーカット法，一般化最小二乗法，
最尤法を用いて推定する方法が存在する。ただ，本節はあくまでも同じ変数を用い
た同じ定式化のプロトタイプの消費関数を推定し，その推定結果を比較することに
主眼を置いていることから，こうした方法を用いた推定は行わない。

�７ 参考までにインドネシアの６５歳以上の人口は２０１０年の５．０％から２０２０年には６．２％
になり，高齢化社会に近づく。また，タイにおける労働力人口の割合は２０１０年の７１．７％
から７０．７％への低下が予測される。
�８ 本シミュレーションは筆者のみならず複数名の研究会委員で検討したが，安定し
た結果は得られなかった。
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章末補論 Fair and Dominguezのモデル

１．プロトタイプのモデルの推定方法

ケインズ型の消費関数は

�１

で表される。ここで Cは消費，Y は所得，αと β はパラメータを示す。Fair

and Dominguez（１９９１）は，定数項が年齢構成によって変化する分析を提案

する。ここで，年齢階層が nあると仮定し，j 年齢階層の人口シェアを pj

と考えたうえで，�１の消費関数は，以下のようにそれぞれの年齢階層の人
口シェアの影響を受けるものと考える。なお，ここで はパラメータを

示す。

�２

この定式化では，人口階層が多くなると推定すべきパラメータの数が増え，

適切な推定量が得られない場合があり得る。そこで，Fair and Dominguez

（１９９１）は�３と�４式で示すようなパラメータ制約を設定した。

�３

�４

�３式をもとに j＝１，２，...nの の総和を得ると，�４より０に等しいことが
わかる。

この式を整理すると，

第５章 人口構成の変化を考慮した消費関数の検討
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�５

他方，�２式の右辺の第３項は，�３式をもとに，以下のように表される。

�６

�５式を�６式に代入すると，

�７

なお，人口シェア pjの総和は１に等しいので，�７式は

�８

と表される。�８式の右辺の第１項は年齢階層の１次式，第２項は年齢階層
の２次式によって分けられ，Fair and Dominguez（１９９１）は，右辺第１項の

括弧の内側を Z1，第２項の内側を Z2とおき，以下のように表した。

�９

Z1も Z2もともに j 年齢階層とその割合 pjによって算出が可能である。これ

を�１式に代入すると，

�１０

となり，�１０式が推定式となる。なお，本文の�１式に示すとおり，民間消費
は人口で除して１人当たりの消費，所得 Yは同じようにGDPを人口で除し

た１人当り GDPを説明変数に用いている。
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２．年齢階層別消費パターンの求め方

�１０式で求まったパラメータ γ１と γ２を，各年齢階層 j とその階層数 nととも

に�５式に代入すると，γ０が求められる。γ０，γ１と γ２を�３式に代入すると，各年
齢階層の消費傾向（年齢分布係数）が示される。

第５章 人口構成の変化を考慮した消費関数の検討
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